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1. 保育施設等の監査業務標準化の背景



自治体毎に監査調書の項目等に差分があるという課題を踏まえ、標準的な監査調書等を整備す
べく、各様式の検討を実施した。本標準様式は、令和８年度にシステムへの実装*を行う。

1.1. 監査業務標準化の背景

令和８年度

保育業務施設管理プラットフォームの改修

◼ 令和７年度調査研究成果を踏まえ、

保育業務施設管理プラットフォームに監査調書等の入力機能を実装予定。

◼ 監査に係る事務手続の簡略化を実現し、保育業務ワンスオンリーを目指す。

令和７年度

保育所等の監査業務の標準化に関する調査研究

◼ 令和６年度

「保育現場でのDX推進に向けた調査研究事業」にて、

自治体毎に監査調書の項目等に差分があることが課題として挙がった。

◼ 令和７年度

システム化を見据えて、「標準的な監査調書の整備」及び「関係通知等の見直し」を

行った。

*1 様式はカスタマイズすることで自治体独自観点を追加可能
*2 添付書類等はファイル共有機能で連携：初期実装

ファイル共有機能*2

監査調書機能

自治体職員向け機能

• 法令改正等が自動反映された
監査調書の利用

• 自治体独自基準に基づく
監査評価項目の追加

• 施設が記入した自己点検票
の内容確認

施設職員向け機能

• 自己点検票*1の出力

• 同票の自動入力・追記・
修正・自治体への送付

園児情報

子ども・子育て
支援システム

給付情報

同プラットフォーム
給付モジュール

施設情報

ここdeサーチ

・・・
C市

監査調書
B市

監査調書
A市

監査調書

「設備運営基準」「通知」等に基づく
全国標準的な観点

自治体独自観点

自治体等からの御意見踏まえた観点

令和６年度調査研究にて調査・整理

標準的な
監査調書等

• 監査調書一覧
• 事務フロー
• 自己点検票（標準様式)

監査調書標準化概要

監査モジュールへの機能追加イメージ
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保育業務施設管理プラットフォーム（監査モジュール）

* 令和７年度末リリース予定の保育業務施設管理プラットフォームを改修

1. 保育施設等の監査業務標準化の背景



国として示す監査の標準様式は、自治体間の差分の解消による事務負担軽減を目的としており、
国として最低限求める監査項目を示すものである。

1.2. 監査業務標準化の考え方

標準様式の
位置づけ

標準化の
考え方

✓ 保育施設等の設備及び運営等の基準は、自治体が条例でよって定めており、当該基準を維持
するための監査は、自治体の自治事務として実施しているものであるため、国が示す監査調書一
覧の標準様式は、技術的助言としての位置付けを有する。

✓ 国として示す標準的な監査調書一覧の取扱いについては、自治体毎に独自の定める制度等や
条例を踏まえて、柔軟に対応いただく必要がある。

✓ 一方で、標準的な監査調書一覧は、複数自治体にまたがって事業を行う保育施設等にとって、
自治体間での差分の解消による事務負担軽減に資するものであり、保育業務施設管理プラット
フォームにおけるシステム化も見据えてお示しするものであるため、本趣旨を汲んでいただいた上で、
監査においてご活用いただきたい。
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1. 保育施設等の監査業務標準化の背景



2. 保育施設等の監査業務標準化の範囲
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「施設監査」としては、児童福祉法等に基づく認可を受けた保育所、幼保連携型認定こども園、家
庭的保育事業等を標準化対象とする。

家庭的保育事業等

幼保連携型認定こども園

幼稚園

保育所

認可外保育施設

施設型給付を受けない幼稚園 等

根拠法 関連通知

• 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推
進に関する法律（平成18年法律第77号）第19条

• 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第59条

• 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第46条

• 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第34条の17

-

-

• 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の
推進に関する法律に基づく幼保連携型認定こども園に対す
る指導監査について （通知）（令和６年９月 こ成基第
186号）

• 認可外保育施設に対する指導監督の実施について（令
和６年４月 こ成保第230号）

• 児童福祉行政指導監査の実施について（通知）（令和
７年３月 こ成事第175号）

• 児童福祉法に基づく家庭的保育事業等の指導監査につい
て（通知）（平成27年12月 雇児発1224第２号）

-

-

監査業務標準化の範囲

2. 保育施設等の監査業務標準化の範囲

2.1. 標準化の対象範囲（施設監査）



2.2. 標準化の対象範囲（確認指導監査）

「確認指導監査」としては、子ども・子育て支援法上の特定教育・保育施設、特定地域型保育事業、
特定子ども・子育て支援施設等を標準化対象とする。

根拠法 関連通知

• 特定子ども・子育て支援施設等の指導監査について（令
和７年３月 こ成保第229号）

• 子ども・子育て支援法に基づく特定教育・保育施設等の指
導監査について（令和６年２月 こ成保61号）

特定子ども・
子育て支援
施設等

特定教育・
保育
施設

特定地域型保育事業

認定こども
園

幼稚園

保育所

認可外保育施設

施設型給付を受けない幼稚
園 等

教育・保育
施設等

• 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第30条の
３（第14条準用）、第58条の８
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2. 保育施設等の監査業務標準化の範囲

監査業務標準化の範囲

• 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第14条第
１項、第38条～第40条

• 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第14条第
１項、第50条～第52条



2.3. 標準化の対象範囲（業務管理体制の整備に関する検査）

「業務管理体制の整備に関する検査」としては、特定教育・保育施設の設置者及び特定地域型保
育事業者を標準化対象とする。

根拠法 関連通知
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• 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第56
条

- 

• 子ども・子育て支援法に基づく特定教育・保育施設の
設置者及び特定地域型保育事業者に係る業務管理
体制の検査について（通知）
（平成28年２月 府子本第55号）

• 業務管理体制整備に関する事項の届出について（様
式記入要領・記入例）

-

- -

特定子ども・
子育て支援
施設等

特定教育・
保育
施設

特定地域型保育事業

認定こども
園

幼稚園

保育所

認可外保育施設

施設型給付を受けない幼稚
園 等

教育・保育
施設等

監査業務標準化の範囲

2. 保育施設等の監査業務標準化の範囲



3. 標準化対象様式の詳細

3.1. 各標準様式の定義

3.2. 監査調書一覧について

3.3. 自己点検票（標準様式）について

3.4. 各標準様式の活用イメージ



標準様式として、２点（監査調書一覧・自己点検票（標準様式））を検討した。

3.1. 各標準様式の定義

監査調書一覧

自己点検票
（標準様式）

✓ 標準的な監査事項として、自治体による「監査評価項目」、及び、保育施設等による「自己点
検項目」・「事前提出情報」・「事前提出書類」について、その「評価区分」や「根拠法令」等を整
理した一覧

✓ 保育施設等が、自治体による監査実施前に、自己点検を行うための標準様式（監査調書一
覧を参考様式として作成）
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3. 標準化対象様式の詳細



3. 標準化対象様式の詳細

3.1. 各標準様式の定義

3.2. 監査調書一覧について

3.3. 自己点検票（標準様式）について

3.4. 各標準様式の活用イメージ



3.2.1. 監査調書一覧の作成粒度

監査調書一覧は、監査の種別、保育施設等の分類毎にそれぞれ作成した。
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No. 監査種別 施設類型 監査調書一覧上の記載粒度

1 施設監査 保育所 （A）【施設監査】【保育所】

2 施設監査 幼保連携型認定こども園 （B）【施設監査】【幼保連携型認定こども園】

3 施設監査 家庭的保育事業等 （C）【施設監査】【家庭的保育事業等】

4 確認指導監査 特定教育・保育施設 （D）【確認指導監査】【特定教育・保育施設】

5 確認指導監査 特定地域型保育事業 （E）【確認指導監査】【特定地域型保育事業】

6 確認指導監査 特定子ども・子育て支援施設等 （F）【確認指導監査】【特定子ども・子育て支援施設等】

7 業務管理体制の整備に関する検査 教育・保育施設等 （G）【業務管理体制の整備に関する検査】【教育・保育施設等】

監査調書一覧の作成粒度

3.2. 監査調書一覧について



3.2.2. 監査評価項目の構成

監査調書一覧については、設備運営基準及び運営基準*1をベースとし、通知*2との整合性等を
踏まえ、標準的な監査項目として必要と考える項目を精査した。
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*1 「設備運営基準」は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年12月）、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成
16年４月）、幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準（平成26年４月）を指す。
「運営基準」は、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（平成26年４月）を指す。

*2 「児童福祉行政指導監査の実施について（通知）」（令和７年３月 こ成事第175号）、「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推
進に関する法律に基づく幼保連携型認定こども園に対する指導監査について （通知）」（令和６年９月 こ成基第186号） 、「児童福祉法に基づく家庭的
保育事業等の指導監査について（通知）」（平成27年12月 雇児発1224第２号）等を指す。

監査調書
一覧（案）

①設備運営基準及び運営基準*1を
根拠とする項目

②保育所保育指針等を
根拠とする項目

③通知*2を
根拠とする項目

＜根拠法令等の内訳＞

「①設備運営基準及び運営基準」、「②保育所保育指
針等」に当てはまらないが、通知を基に、監査において確
認すべきと判断した項目を抽出した。

③通知*2を根拠とする項目

「①設備運営基準及び運営基準」に当てはまらないが、
保育所保育指針や教育・保育要領のうち、監査において、
特に確認すべきと判断した項目を抽出した。

②保育所保育指針等を根拠とする項目

設備運営基準及び運営基準*1をベースとして、監査調
書一覧を作成した。

①設備運営基準等の基準を
根拠とする項目

参考項目 ④参考項目

指導監督権限がないため行政指導は実施できないが、通
知等に従い、指導監督権限を有する行政機関と連携す
る等を求める項目を抽出した。（例：消防法や労働安
全衛生法等を根拠とする項目）

④参考項目監査評価項目の構成

3.2. 監査調書一覧について



3.2.3. 監査調書一覧の列の定義

監査調書一覧の各列の定義を示す。
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# 項目名 列の説明

1 番号 通し番号にて採番。

2 大分類/中分類/分類 「監査評価項目・自己点検項目」の分類。

3 基本的な考え方（根拠条文） 根拠法令等の条文。※「監査評価項目・自己点検項目」に回答する際に、参照することを想定。

4 監査評価項目・自己点検項目
根拠法令等に基づいて、自治体及び保育施設等が、基準等への適否を確認するための項目。
※原則、自治体による「監査評価項目」、及び、保育施設等による「自己点検項目」は同じ項目内容にて確認する方針。

5 監査評価項目・自己点検項目の定義
「監査評価項目・自己点検項目」に対して、確認結果を登録する際の選択肢。
※いすれも選択制「適／否／対象外」とし、「対象外」を選択する際は、その理由を備考欄に記入する形を想定。

6 評価対象となる施設 「監査評価項目・自己点検項目」の評価・回答対象の施設類型。

7 評価区分 「監査評価項目・自己点検項目」の評価区分。※評価区分の定義については、「3.2.4. 評価区分の定義」を参照。

8 経過措置 経過措置が設けられている場合、その経過措置の内容。

9 着眼点 自治体職員が実地監査等での評価を行うにあたり、「着眼点」として、確認すべき書類や確認すべき観点。

10 事前提出書類 自己点検票と併せて、保育施設等へ事前に提出を求める添付書類。

11 事前提出情報
設備基準における設備面積や児童の数等、判定基準に計算ロジックが含まれるものについて、システム上での自動計算等の管理を想定し、自
己点検票と併せて、事前に提出（入力）を求める情報。※システム化に当たっては、給付申請情報等の保育業務施設管理プラットフォーム
上で管理している項目については、自動取得可能とする想定。

監査調書一覧の各列の定義（１／２）

3.2. 監査調書一覧について



監査調書一覧の各列の定義を示す。
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監査調書一覧の各列の定義（２／２）

# 項目名 列の説明

12 根拠法令等 根拠となる法令とその条項。

13 関連法令・告示・通知等 根拠法令の他に、関連する法令・告示・通知等。

14 毎年の確認を任意とする項目
「直近の監査において指摘があった場合」又は「図面の変更有と回答があった場合」を除き、毎年の確認を任意とする項目。※該当項目の列を
「●」とする。

15 参考項目
指導監督権限がないため行政指導は実施できないが、通知等に従い、適宜、指導監督権限を有する行政機関と連携する等を求める項目。
※該当項目の列を「●」とする。

16 確認指導監査/施設監査との重複 確認指導監査と施設監査において、両監査の「監査評価項目・自己点検項目」が重複する項目。※該当項目の列を「●」とする。

3.2.3. 監査調書一覧の列の定義

3.2. 監査調書一覧について



3.2.4. 評価区分の定義

監査調書一覧の「評価区分」列の定義を示す。
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No. 評価区分 定義

1 文書指摘事項
• 設備運営基準及び運営基準*等の関係法令、及び、関係通知等に違反する場合は、原則として「文書指摘事

項」とする。（保育施設等からの改善報告書の提出を要するものとする。）

2 口頭指摘事項

• 違反について改善報告書の提出を行わずとも改善が見込まれる場合は、自治体の判断で「文書指摘事項」から
「口頭指摘事項」に変更できる。（保育施設等からの改善報告書の提出は要しないものとする。）

• 改善報告書の提出を行わずとも改善が見込まれる場合とは、具体的には以下の観点から判断を行うこと。
• （軽微な違反の観点）単発的な事務処理のミス等で、修正が容易又は、指摘時点での修正対応が可

能な場合。
• （経過措置の観点）施設の開設初年度等で初めての監査実施であり、実際の運営や安全に大きな支障

がない、かつ、再発リスクが低い場合。又は、設備運営基準及び運営基準*等の関係法令及び関係通知
等の改正に伴い、経過措置を適用する場合。

3 助言指導事項
• 法令等の努力義務規定違反、「口頭指摘事項」に至らない軽微な指摘及び水準向上のための助言は、「助言

指導事項」とする。

* 「設備運営基準」は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年12月）、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成
16年４月）、幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準（平成26年４月）を指す。
「運営基準」は、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（平成26年４月）を指す。

監査調書一覧における評価区分の定義

3.2. 監査調書一覧について



3. 標準化対象様式の詳細

3.1. 各標準様式の定義

3.2. 監査調書一覧について

3.3. 自己点検票（標準様式）について

3.4. 各標準様式の活用イメージ



3.3.1. 自己点検票の作成粒度

自己点検票（標準様式）について、監査調書一覧に基づき、監査の種別及び保育施設等の分
類毎にそれぞれ以下の粒度で作成した。
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①施設基本情報部分（全施設共通）

F：特定子ども・子
育て支援施設等

自
己
点
検

根
拠
法
令
等
一
覧

G：
教育・保育施設等

自
己
点
検

根
拠
法
令
等
一
覧

③公定価格部分*

幼稚園
教育標準時間
認定１号

保育所
保育認定
２・３号

認定こども園
教育標準時間認定１号、

保育認定２・３号

家庭的保育事業
保育認定３号

小規模保育事業
Ａ型・Ｂ型

保育認定３号

小規模
保育事業Ｃ型
保育認定３号

事業所内
保育事業

保育認定３号

居宅訪問型
保育事業

保育認定３号

②自己点検・事前提出書類・事前提出情報部分*

A：保育所

自
己
点
検

事
前
提
出
書
類

事
前
提
出
情
報

根
拠
法
令
条
文
一
覧
別
紙

経
過
措
置
一
覧

根
拠
法
令
等
一
覧

施設監査

確認指導監査

D：
特定教育・保育施設

自
己
点
検

事
前
提
出
情
報

根
拠
法
令
等
一
覧

事
前
提
出
書
類

B：幼保連携型認定こども園

自
己
点
検

事
前
提
出
書
類

事
前
提
出
情
報

根
拠
法
令
条
文
一
覧
別
紙

経
過
措
置
一
覧

根
拠
法
令
等
一
覧

C：家庭的保育事業等

自
己
点
検

事
前
提
出
書
類

事
前
提
出
情
報

根
拠
法
令
条
文
一
覧
別
紙

経
過
措
置
一
覧

根
拠
法
令
等
一
覧

E：
特定地域型保育事業

自
己
点
検

事
前
提
出
情
報

根
拠
法
令
等
一
覧

事
前
提
出
書
類

確認指導監査
業務管理体制の
整備に関する検査

* 監査種別及び保育施設等の分類毎に作成しているため、該当するシートに回答を求める。

自己点検票（標準様式）の作成粒度

3.3. 自己点検票（標準様式）について



3.3.2. 自己点検票の構成

自己点検票（標準様式）の各部分の詳細イメージを示す。
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• 自己点検部分

• 事前提出情報部分

• 施設の名称等の基本情報を指す。
※システム化に当たっては、保育業務施設管理プラット
フォームより取得可能とする予定。

• 自己点検部分では、保育施設等が「適／否／対象外」
を自己点検する。監査調書一覧を基に様式化。毎年の
監査において、保育施設等に入力を求める想定。

• 事前提出書類部分では、自治体に対して、事前に提出
が求められる書類を提出したかどうか確認するチェック欄。
対象の書類を提出すれば該当箇所にチェックの記入を求
め、提出しない場合は備考欄にその理由の記入を求める。

• 事前提出情報部分では、認可基準等に適合しているか、
計算式を用いて判定する必要があり、保育施設等へ情
報として入力を求める。
※システム化に当たっては、昨年度の監査時の情報、給
付申請情報等より取得可能とする予定。

• 公定価格部分では、自己点検部分と同様に、公定価
格確認事項に対して保育施設等が「適／否／対象外」
を自己点検する。

①施設基本情報部分

②自己点検・事前提出書類・事前提出情報
部分

③公定価格部分

自己点検票（標準様式）各部分の詳細

3.3. 自己点検票（標準様式）について

• 施設基本情報部分

• 公定価格部分



3. 標準化対象様式の詳細

3.1. 各標準様式の定義

3.2. 監査調書一覧について

3.3. 自己点検票（標準様式）について

3.4. 各標準様式の活用イメージ



3.4.1. 各標準様式の活用イメージ（システム実装前）
保育業務施設管理プラットフォームへの監査調書等の入力機能の実装前（令和８年度）にて、
事務フローのうち、各標準様式（EXCEL）を自治体にて活用いただく箇所・イメージを記載します。

3.4. 各標準様式の活用イメージ

# 標準様式活用箇所 活用イメージ詳細

監査調書一覧の確認
・実施計画の策定

• 自治体職員が、標準的な監査調書一覧を確認し、監査実施計画を策定する。なお、必要に応じて、標準的な監査調書一覧に対し、条例の追記や独
自項目等の追加・更新を行うことを想定。

自己点検票作成 • 保育施設等の職員が、自己点検票の作成を行う。解答欄で「対象外」を選択した場合は、その理由を備考欄に記入する運用を想定。

自己点検票確認・
実地監査項目の検討

• 自治体職員が、自己点検票を確認し、監査調書一覧にて実施監査の際に確認すべき項目を整理する。その際、下記の事項に留意のこと。
• 実地監査で確認を行う項目は、自己点検結果及び前年度の監査の結果、監査対象施設の規模等を考慮し、自治体により判断いただくことを想
定。なお、監査調書一覧にて、「毎年の確認を任意とする項目」を設定しているため、そちらも参考のこと。

実地監査 • 自治体職員が、監査調書一覧の着眼点等を基に、各監査評価項目に対して「適／否／対象外」の判断を行う。

監査結果通知
作成・送付

• 自治体職員が、実地監査の結果に基づき監査結果通知書を作成し保育施設等に送付する。指摘事項が発生する場合については、標準的な監査調書
一覧で示す評価区分を参考に、改善報告の要否を提示する*。

*文書指摘事項：保育施設等からの改善報告書の提出を要するものとする。
  口頭指導事項：保育施設等からの改善報告書の提出は要しないものとする。

1

2

3

4

5
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監査実施通知
作成・送付

監査実施通知
確認

自己点検票確
認・実地監査
項目の検討

自己点検票
作成

自己点検票
送付

監査調書一覧
の確認・実施計
画の策定

監査完了

改善報告
書入力

改善報告
書送付

改善報告
受領

指摘事項なし

指摘事項あり1

監査調書一覧

2

自己点検票
（標準様式）

3

自己点検票
（標準様式）

監査結果通知
作成・送付

監査結果通知
確認

実地監査

4

監査調書一覧

5

監査調書一覧

施設職員

自治体職員

※実務範囲

各標準様式の活用イメージ（システム実装前） 保育業務施設管理プラッフォーム外での業務：



3.4.2. 各標準様式の活用イメージ（システム実装後）
保育業務施設管理プラットフォームへの監査調書等の入力機能の実装後（令和９年度以降）に
て、事務フローのうち、各標準様式を自治体にて活用いただく箇所・イメージを記載します。

自治体職員

施設職員

各標準様式の活用イメージ（システム実装後）

監査実施通知
作成・送付

監査実施通知
確認

自己点検票確認・
実地監査項目の検討

自己点検票
作成・送付

監査調書一覧
の確認・実施計
画の策定

# 標準様式活用箇所 活用イメージ詳細

監査調書一覧の確認
・実施計画の策定

• 自治体職員が、保育業務施設管理プラットフォーム上で、標準的な監査調書一覧を確認し、監査実施計画を策定する。なお、必要に応じて、標準的な
監査調書一覧に対し、条例の追記や独自項目等の追加・更新を行うことを想定。

自己点検票作成
• 保育施設等の職員が、保育業務施設管理プラットフォーム上で自己点検票を作成・送付する。解答欄で「対象外」を選択した場合は、その理由を備考欄
に記入する運用を想定。

自己点検票確認・
実地監査項目の検討

• 自治体職員が、保育業務施設管理プラットフォーム上で、自己点検票を確認し、監査調書一覧にて実施監査の際に確認すべき項目を整理する。その際、
下記の事項に留意のこと。

• 実地監査で確認を行う項目は、自己点検結果及び前年度の監査の結果、監査対象施設の規模等を考慮し、自治体により判断いただくことを想
定。なお、監査調書一覧にて、「毎年の確認を任意とする項目」を設定しているため、そちらも参考のこと。

実地監査
• 自治体職員が、監査調書一覧の着眼点等を基に、各監査評価項目に対して「適／否／対象外」の判断を行い、保育業務施設管理プラットフォーム上に
監査結果を登録する。

監査結果通知
作成・送付

• 自治体職員が、保育業務施設管理プラットフォーム上で、実地監査の結果に基づき監査結果通知書を作成・送付する。指摘事項が発生する場合につい
ては、標準的な監査調書で示す評価区分を参考に、改善報告の要否を提示する*。

*文書指摘事項：保育施設等からの改善報告書の提出を要するものとする。
  口頭指導事項：保育施設等からの改善報告書の提出は要しないものとする。

1

2

3

4

監査完了

改善報告書入力・送付

改善報告
受領

指摘事項なし

指摘事項あり1

監査調書一覧

2

自己点検票
（標準様式）

3

自己点検票
（標準様式）
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監査結果通知
作成・送付

監査結果通知
確認

実地監査

4

監査調書一覧

※実務範囲

5

監査調書一覧

5

保育業務施設管理プラッフォーム上での業務：
保育業務施設管理プラッフォーム外での業務：

3.4. 各標準様式の活用イメージ



＜補足＞保育DXについて



保育DXの方向性

保育現場での各種手続の標準化・簡素化を図るとともに、テクノロジーの活用による業務改善を進
め、保育の質の確保・向上に資する環境の整備を整備する方針で対応を進めている。
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＜補足＞保育DXについて

○負担のない保活の実現【利用者の保活に関する満足度70%以上、参加施設における施設見学予約のオン
ライン申請率：60%以上（令和８年度）】

現状・課題等

【保育所等におけるICT環境整備】
○保育現場における保育ICT（保育に関する計画・記録や保護者との連絡、こどもの登降園管理等の業務、実費徴収等のキャッシュレス
決済）や、こどもの安全対策に資する設備（午睡センサー・AI見守りカメラ）等の導入を推進する

【給付・監査等の保育業務ワンスオンリーの実現】
○保育施設等と自治体の間でオンライン手続を行うための機能を有する全国的な基盤（保育業務施設管理プラットフォー
ム）を整備し、他システム（子ども・子育て支援システム、ここdeサーチ、保育ICTシステム）との連携を図りつつ、全国展開
を進める【R8稼働】

【保活ワンストップの実現】
○保活に関する一連の手続（手続／施設情報検索、見学予約、就労証明書発行等）のワンストップを実現するために、保
護者・保育施設等・勤務先企業・自治体の間で必要な情報を受け渡しするための全国的な基盤（保活情報連携基盤）
を整備し、他システムとの連携を図りつつ、全国展開を進める【R8稼働】

【保育現場におけるテクノロジー活用を促進するための環境整備】
○ICT環境整備についてのロールモデルとなる事例の更なる創出とともに、横展開を行うため、①先端的な保育ICTのショーケー
ス化、②ICTに関する相談窓口・人材育成、③ネットワーク形成・普及啓発をパッケージとして行う「保育ICTラボ事業」を実
施する【R6補正】

令和７年度以降の対応等

○保育現場におけるICT導入は限定的で、手書きやアナログの業務が存続しているため、給付・監査等
で多くの書類作成が必要、自治体により異なる書類の様式等による事務負担が課題。また、自治体
でも、多くの書類管理やシステムへの入力作業、煩雑な審査による担当者の事務負担が課題

「デジタル⽥園都市国家構想交付⾦デジタル実装タイプ TYPES 制度概要」より抜粋

対応のポイント

☐ 全国的な基盤整備による現場の負担軽減
☐ 保育ICTのロールモデルとなる事例創出、横展開

○保護者にとっては、必要な情報収集に手間と時間が掛かる、施設見学は開園時間中に電話で予約、申
請書への手書きでの記入など、保活の手続に係る負担が大きいという課題が存在

【保育士/保育教諭１人当たりの月間平均業務量（業務分類別）】
事務系業務 平均計63時間（業務時間全体の33％）

✓ 東京都内の保育事業者を対象とした調査（R2 調査）において、保育士や保育教諭が事務系業務
に割いている業務時間は平均63h/月であり、業務時間全体の33％を占めている。

役所相談

情報収集

施設見学予約

入所申請

保護者

✓ 入所相談のために妊娠中や子連れの状態で役所を訪問しなければなら
なかったこと（341人/696人）

✓ 手続や保育施設に関する情報について、「情報が一元化されておらず情
報収集が大変」、「訪問や電話をしないと情報を得られない」といった意見

✓ 保育施設見学予約の手段がアナログな手段（電話や訪問のみ）しか
なかったこと（423人/696人）

✓ 入所申請書類を手書きで作成する必要があること、入所申請書類が多
かったこと（403人/696人）

保活に関し、大変だったこと・苦労したこと

一般社団法人 こどもDX推進協会 「保活に関する保護者アンケート 結果」 より抜粋

フェーズ１

フェーズ２

フェーズ２

フェーズ１⇒２への移行を支える取組

○保育業務ワンスオンリーによる業務効率化の実現【従来と比較した保育業務施設管理プラットフォームの満足度：
70%以上（令和８年度）】

○全ての保育所等におけるICT環境の整備【保育所等におけるICT導入率：100%（令和７年度）】

取組の方向性
各種手続の標準化・簡素化を図るとともに、テクノロジーの活用による業務改善を進め、効率化できた
時間で保育の質の確保・向上に取り組むことができる環境を整備する

「保育政策の新たな方向性」
（令和６年12月20日）（抜粋）



監査領域における保育DXの内容

監査領域では、「保育業務施設管理プラットフォーム」を活用することで、監査書類のデジタル管理
*1、監査項目のシステム管理、給付情報のデータ連携*2を可能とする。
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施設職員＆自治体職員 自治体職員 自治体職員
いままで

R7構築範囲

各自治体ごとに監査調書の項目
や項目ごとの粒度がバラバラ

監査業務の標準化に関する調査研究
で監査通知の見直しと共に標準監査

項目（案）を決定
※システムへの実装はR8改修

最終的には・・

標準監査項目を実装した上で自治体が
定める監査項目をシステム上に登録でき、
監査情報・監査業務をまとめて管理!!

３0枚

申請書や実施通知は30枚以上
メールや紙でやり取りを行っている

保育施設等の職員配置や勤務
履歴等の確認必要書類が多い

最終的には・・

申請書や実施通知はすべてオンライン化。
システム上で確認できるようにし、紙での

出力を大幅に削減!!

最終的には・・

一度、給付側で入力・連携済みのデータ
は監査に必要なデータのみを自動連携し、

システム上で再入力不要に!!

提出書類や実施通知を電子化
保育業務施設管理プラットフォーム内

で監査書類を管理

メール 紙

PDF PDF

アップ
ロード

ダウン
ロード

給付に関する情報を閲覧可能
保育施設等や自治体内で資料提供

依頼を不要に

給付
情報

監査
情報
・
・

・
・

審査に必要な
書類・・・

自治体A 自治体B 自治体C

R８改修範囲 R８改修範囲

いままで いままで

*1 令和７年度構築範囲は、監査書類のやり取りのデジタル化であり、監査書類の管理を可能とするもの。
*2 令和８年度改修範囲は、監査調書標準化対応を踏まえた、監査項目のシステム化及び給付情報のデータ連携等を可能とするもの。

＜補足＞保育DXについて



保育DXによる監査領域の事務の変化イメージ

事務の流れにおいて今後目指すべき姿としては、情報の再入力や書類発送作業の負荷を軽減し、
業務の効率化と作業コストの軽減を実現することを目指している。
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自治体職員

施設職員

今後目指すべき姿

いままで

自治体職員

施設職員

監査調書
入力

業務システ
ムに情報取
込又は入力

業務システ
ムに情報入

力

監査実施
通知作成

監査実施
通知送付

監査実施
通知受領

監査調書
送付

監査調書
受領

実地監査

改善報告書
入力

改善報告書
送付

膨大な
入力項目数

監査実施通知
作成・送付

監査実施
通知受領

監査調書 入力・送付
改善報告書
入力・送付

改善報告
受領

改善報告
確認

再入力
を不要に

監査調書
受領

監査項目
の標準化

紙
で送付

実地監査

※実務範囲

指摘事項なし

指摘事項あり

指摘事項なし

指摘事項あり

〒or 〒or 〒or

職員による膨大な入力項
目の入力や紙でのやり取り
が多く、時間と労力の負荷

が高い

オンライン化することにより
再入力や発送作業の負荷
を軽減し、業務の効率化と
作業コストの軽減を実現。

※実務範囲

施設管理PF
に入力

＜補足＞保育DXについて
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